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（単位：千円）
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メールアドレス
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  565,462  505,834  289,867  110,198  105,769  -  49,690 9,938 

1 R3 単 －
情報発信拡
充事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 493 493 493 - 

①コロナ禍において、市の情報をわかりやすく発信するため、市
ホームページをカスタマイズし、移住・定住機能を充実させるこ
とで、地域経済の活性化を図る。
②ホームページカスタマイズ業務委託料
③448,000円×1.1＝492,800円
④市民等

－ － － － R4.4 R4.9
ホームページカスタマイズページ
数：1ページ

市ＨＰ R4当初（地）

2 R3 単 －
預貯金照会
業務オンラ
イン化事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 757 757 757 - 

①市税等滞納者の預貯金照会業務について、これまで金融機
関への書類の送付により行っていたが、pipitLINQを利用し、シ
ステムから照会・回答を行うことで、感染症予防対策及びウィズ
コロナ下における行政事務のデジタル化を推進する。
②.③
　初期導入経費　330,000円
　滞納管理システム改修費　176,000円
　滞納管理システム運用管理費　11,000円×6月＝66,000円
　pipitLINQ運用経費［基本料］　11,000円×12月＝132,000円
　pipitLINQ運用経費［照会料］　4,400円×12月＝52,800円
　合計　756,800円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3 pipitLINQ運用月数：12月 市ＨＰ R4当初（地）

3 R3 単 －
ワクチン接
種サポート
事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 37 37 37 - 

①子育て世帯の保護者が安心して新型コロナウイルスワクチン
を接種できるよう、ワクチンの接種にあたり、ファミリーサポート
事業（援助を受けたい人に対し、行いたい人が有料で支える仕
組み）及び一時保育事業を利用した場合、その利用料金を補助
する。
②.③
　ファミリーサポート援助活動報償費
　　900円×2.5時間×3人＝6,750円
　一時保育事業等利用料補助金
　　500円×4時間×15人＝30,000円
　合計　36,750円
④ワクチン接種を受ける子育て世帯の保護者

－ － － － R4.4 R5.3
ワクチン接種サポート事業利用者
数：18人

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

4 R3 単 －
保育所等Ｐ
ＣＲ検査事
業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 1,500 1,500 1,500 - 

①公立・私立の保育所・幼稚園等において、新型コロナウイル
ス感染症患者が複数人発生した場合、感染拡大の防止及び保
育等の継続を図るため、在園児・保育士等のＰＣＲ検査費用を
全額負担する。
②ＰＣＲ検査委託料
③25,000円×60人＝1,500,000円
④在園児・保育士等

－ － － － R4.4 R5.3
当該事案が発生した場合のＰＣＲ
検査の実施：100％

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

5 R3 単 －
小中学校Ｐ
ＣＲ検査事
業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 1,500 1,500 1,500 - 

①小中学校において、新型コロナウイルス感染症患者が複数
人発生した場合、感染拡大の防止及び学校教育の継続を図る
ため、児童・生徒・教職員のＰＣＲ検査費用を全額負担する。
②ＰＣＲ検査委託料
③25,000円×60人＝1,500,000円
④児童・生徒・教職員

－ － － － R4.4 R5.3
当該事案が発生した場合のＰＣＲ
検査の実施：100％

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

6 R3 単 －
中小企業資
金融資対策
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 5,182 5,182 5,182 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小企業者
に対し、信用保証料及び利子相当額を補助することで、事業の
経営安定化を図る。
②中小企業緊急融資信用保証料及び利子補給事業補助金
③信用保証料　148,836円［平均］×11件＝1,637,196円
　 利子補給［実績］　2,822,602円（43件）
　 利子補給［見込］　65,642円［平均］×11件＝722,062円
　 合計　5,181,860円
④千葉県の経営安定資金（危機関連保証枠、市町村認定枠4
号、5号）の融資を受けた中小企業者

－ － － － R4.4 R5.3 支援中小企業者数：54事業者 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

7 R3 単 －
オンライン学
習環境整備
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 19,297 19,297 19,297 - 

①GIGAスクール構想により整備した全小中学校の児童・生徒１
人１台端末について、新型コロナウイルス感染症の影響による
家庭でのオンライン学習環境を整備するため、ＩＣＴ支援員を配
置し、児童・生徒や教職員への支援を行うとともに、通信環境が
無い家庭にモバイルWi-Fiルータを貸与する。また、オンライン
授業の際、教科書等の著作物の映示を可能とするための保証
制度を利用する。
②.③
　ＩＣＴ支援委託料
　　709,500円×12月×2人＝17,028,000円
　モバイルWi-Fiルータ通信料
　　1,320円×120人×12月＝1,900,800円
　授業目的公衆送信補償金
　　小学生　132円×1,526人＝201,432円
　　中学生　198円×842人＝166,716円
　合計　19,296,948円
④小中学校児童・生徒、教職員

－ － － － R4.4 R5.3 ルータ貸与児童・生徒数：120人 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

8 R3 単 －
電子図書
サービス導
入事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 8,580 8,580 8,580 - 

①オンラインによる電子図書サービスを導入することで、コロナ
禍における図書を介した接触機会を軽減するとともに、読書環
境の充実を図る。
②.③
　システム導入業務委託料　770,000円
　システム利用料　110,000円×3月＝330,000円
　電子書籍コンテンツ使用料（10,000冊）　7,480,000円
　合計　8,580,000円
④市民等（電子図書サービス利用者）

－ － － － R4.12 R5.3
電子図書サービスの導入：1シス
テム

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                      

地方単独事業費 -                                                                                      

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

86,784                                                                        

配分予定額計 388,522                                                                      

39,752                                                                               

-                                                                               

204,380                                                                      

250,115                                                                             

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

97,358                                                                        

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                      

159,674                                                                      

44,706                                                                        

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

120,000                                                                                                                                   通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

105,769                                                                             

-                                                                                      

105,769                                                                             

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

86,784                                                                                                                                    

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

388,522                                                                                                                                   

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

44,706                                                                                                                                    

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

204,380                                                                                                                                   

7,222                                                                                                                                      

97,358                                                                                                                                    

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

32,452                                                                                                                                    

97,358                                                                        

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               110,198                                                                             

110,198                                                                             

-                                                                                      

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                               

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

千葉県

富津市

12226

総務部　財政課

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付対象経費

-                                                                               

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

289,867                                                                             

-                                                                                                                                           

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                           

-                                                                                                                                           

86,784                                                                        

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）

-                                                                                                                                           
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

9 R3 単 －
感染症対応
職員体制拡
充事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 252 252 252 - 

①感染症対応のための職員体制拡充を目的として、消防職員
が救急業務を行った際、傷病者が新型コロナウイルス感染症患
者であった場合、また、職員が同感染症に感染した際、勤務場
所等の消毒作業に従事した場合に、特殊勤務手当を支給する。
②防疫作業手当
③救急業務　1,500円×12人×12月＝216,000円
　 消毒作業　1,000円×3人×12月＝36,000円
　 合計　252,000円
④市職員

－ － － － R4.4 R5.3
当該事案が発生した場合の手当
の支給：100％

市ＨＰ R4当初（地）

10 R3 単 －
ペーパーレ
ス会議導入
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 10,391 10,391 10,391 - 

①市議会や各種会議において、タブレット端末の活用による
ペーパーレス会議を導入することで、非接触化を図り、感染拡
大を防止するとともに、ウィズコロナ下における行政事務のデジ
タル化を推進する。
②.③
　タブレット端末（議員分[予備1]）　155,100円×17台＝2,636,700円
　端末カバー　3,454円×17個＝58,718円
　液晶保護フィルム　1,100円×17枚＝18,700円
　タブレット端末（執行部・議会分[予備4]）
　　82,500円×58台＝4,785,000円
　端末カバー　3,465円×58個＝200,970円
　液晶保護フィルム　990円×58枚＝57,420円
　ペンシル　19,404円×75本＝1,455,300円
　ルーター端末　13,200円×2台＝26,400円
　データハブ　7,920円×2台＝15,840円
　ペーパーレス会議用ソフト導入委託料　264,000円
　端末管理用システム導入委託料　294,635円
　ペーパーレス会議用ソフト使用料（ライセンス）
　　　93,500円×3月＝280,500円
　端末管理用システム使用料　37,125円×3月＝111,375円
　グループウェアシステム使用料　56,100円×3月＝168,300円
　通信運搬費　17,985円
　合計　10,391,843円
④地方公共団体

－ － － － R4.8 R5.3 タブレット端末整備台数：75台 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

11 R3 単 －
海水浴場管
理運営事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 5,588 5,588 5,588 - 

①コロナ禍での海水浴場の開設にあたり、来場者に感染防止
対策の徹底などを周知するための看板を設置する。また、海水
浴場の開設が中止となった場合、駐車場の閉鎖や水難事故防
止のための警備員を配置するとともに、注意喚起看板等を設置
し、安全・安心な海水浴場の運営を行う。
②.③
　看板作製委託料　22,000円×12枚＝264,000円
　警備員等設置委託料　22,000円×11人×22日＝5,324,000円
　合計　5,588,000円
④海水浴場

－ － － － R4.6 R4.8 警備員等設置人数：11人 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

12 R3 単 －
学校給食費
管理システ
ム導入事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 2,149 2,149 2,149 - 

①学校給食費の徴収については、現在、一部の学校で現金に
より直接徴収しているが、給食費管理システムを導入し、市での
口座振替による一括徴収に切り替えることで、コロナ禍における
非接触化を図るとともに、行政事務のデジタル化を推進する。
②.③
　システム導入経費　592,900円
　システム使用料　40,700円×6月＝244,200円
　システム用プリンタ導入経費　37,730円
　システム用プリンタリース料　4,840円×10月＝48,400円
　口座振替業務委託料　730,202円
　印刷製本費　166,870円
　口座振替手数料　328,020円
　合計　2,148,322円
④小中学校児童・生徒の保護者

－ － － － R4.8 R5.3
学校給食費管理システムの導入：
1システム

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4当初（地）

13 R3 単 －
教育施設環
境整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,881 1,881 1,881 - 

①教育施設における新型コロナウイルス感染症対策として、定
期的な換気を実施しながら、室内の適切な温度・湿度管理を行
うため、機能が低下している空調設備を整備する。
②.③
　富津小学校・配膳室エアコン　305,465円
　天羽小学校・配膳室エアコン　314,358円
　富津公民館・2階娯楽室エアコン　1,260,226円
　合計　1,880,049円
④小学校、富津公民館

－ － － － R4.4 R4.12 エアコン設置施設数：3施設 市ＨＰ R4当初（地）

14 R3 単 －
感染症関連
火葬業務

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,188 1,188 1,188 - 

①新型コロナウイルス感染症により亡くなられた方及びその疑
いがある方の火葬業務については、感染症対策に万全を期す
必要があるため、通常の火葬時間よりも遅い時間帯で火葬を実
施していることから、火葬業務を請け負っている業者に委託料
を上乗せして支払う。
②富津聖苑業務委託料
③29,700円×5件×8月（R4.11まで）＝1,188,000円
④火葬業務請負業者

－ － － － R4.4 R4.11
当該事案が発生した場合の火葬
業務の実施：100％

市ＨＰ R4予備費（地）

15 R3 単 －
学校行事中
止に伴う経
費支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 1,489 1,489 1,489 - 

①新型コロナウイルス感染症の影響により修学旅行等を中止と
した場合、旅行のキャンセル料金を支援する。
②修学旅行等キャンセル料
③小学校・修学旅行　2,500円×269人＝672,500円
　 小学校・校外学習　1,500円×259人＝388,500円
　 中学校・校外学習　1,500円×285人＝427,500円
　 合計　1,488,500円
④小中学校

－ － － － R4.4 R4.12
当該事案が発生した場合のキャ
ンセル料金の支援：100％

市ＨＰ R4予備費（地）

16 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 99,380 39,752 39,752 49,690 9,938 

①中山間地域で使用する簡易給水施設に、デジタル技術を用
いた小規模分散型水インフラを整備することで、水の安定供給
及び管理負荷の軽減を図り、コロナ禍における新たな暮らしの
スタイルを確立する。（高度水処理技術による水質の改善、新た
な水源の活用、ＡＩ・センシング技術を用いた水処理制御の学習
改善機能による管理負荷の軽減）
②小規模分散型水インフラ整備事業委託料
③小型水浄化システム　20,710,000円
　 小型水浄化装置付帯設備　12,480,000円
　 水質管理用センサー　4,080,000円
　 工事施工及び資材費　46,740,000円
　 調査設計費　15,370,000円
　 合計　99,380,000円
　 （一般財源　9,938,000円）
※全体事業費に対し、国庫補助金補助率は「1/2」、地方創生臨
時交付金算定率は「1/2×0.8」であるため、「1/2×0.2」は一般
財源となる。）
④山中奥畑簡易給水施設

－ － － － R4.4 R5.3
小規模水浄化システムの整備：2
システム

市ＨＰ、市議会、報道発表 R3補正（国）

17 R3 単 －
業務環境整
備事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 8,899 8,899 8,899 - 

①コロナ禍によるオンライン会議の増加、また、感染拡大防止
及び行政機能継続のための分散勤務体制の強化に対応するた
め、パソコンやモニター等の資機材及び現業棟の空調などを整
備するとともに、会議録作成支援システムを導入する。
②.③
【WEB会議等】　計 2,761,130円
　WEB会議用PC［5台］　586,130円
　WEB会議用タブレットPC［3台］　238,770円
　WEBカメラ［2台］　184,700円
　拡張マイク［2本］　66,380円
　テレワーク用PC［5台］　1,115,900円
　モニター［1台］　569,250円
【分散勤務体制】　計 4,807,110円
　パーテーション［20台］　1,661,000円
　空調設備［2台］　1,684,100円
　ブラインド［4か所］　718,410円
　空気清浄機［5台］　743,600円
【会議録作成支援システム】　計 1,329,900円
　システム使用料［7月］　731,500円
　マイク［32本］　457,600円
　集約デバイス［2台］　88,000円
　マイク・集約デバイス専用ケース［4個］　52,800円
合計　8,898,140円
④本庁舎等

－ － － － R4.6 R5.3

【WEB会議等】
　パソコン設置台数：13台
【分散勤務体制】
　パーテーション設置台数：20台
【会議録作成支援システム】
　システムの導入

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）
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⑨を選択した場合、より効果がある
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総事業費

Ｃ Ｄ

18 R3 単 －
行政手続オ
ンライン化
事業

通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 401 401 401 - 

①コロナ禍において、各種申込予約などの行政サービスをオン
ライン化することで、市民の行政手続きの利便性を向上させる
ため、LoGoフォームを導入する。
②LoGoフォーム使用料
③50,050円×8月＝400,400円
④市民

－ － － － R4.8 R5.3 LoGoフォームの導入：1システム 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

19 R3 単 －
赤ちゃん休
憩室設置事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 3,385 3,385 3,385 - 

①コロナ禍により衛生的な環境が求められる中、市民が安心し
て赤ちゃんのおむつ交換や授乳ができるよう、個室型の赤ちゃ
んのための休憩室を設置することで、新型コロナウイルス感染
症対策の強化を図る。
②赤ちゃん休憩室
③605,000円×5か所＝3,025,000円
　 179,905円×2台＝359,810円（乳幼児健診用）
　 合計　3,384,810円
④本庁舎、公民館、地域交流支援センター

－ － － － R4.6 R4.12 赤ちゃん休憩室設置台数：7台 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

20 R3 単 －
地域コミュニ
ティ施設環
境整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 27,199 27,199 27,199 - 

①自治会を中心とした地域活動における新型コロナウイルス感
染症対策として、地区集会施設の空調設備を整備するための
補助を実施することで、定期的な換気を実施しながらも、室内を
適切な温度・湿度に保つようにする。また、コミュニティセンター
の換気機能を維持するため、破損している網戸の交換を行う。
②.③
　地域コミュニティ施設空調設備整備事業補助金
　　新設　240,000円×91施設＝21,840,000円
　　交換　180,000円×28施設＝5,040,000円
　網戸交換［14枚］　319,000円
　合計　27,199,000円
④地区集会施設、コミュニティセンター

－ － － － R4.6 R5.3 空調設備整備施設数：119施設 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

21 R3 単 －
ワクチン接
種移動手段
確保事業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 1,284 1,284 1,284 - 

①新型コロナウイルスワクチンの４回目接種の実施にあたり、
接種会場までの移動手段の確保が困難な高齢者等に対し、タク
シー利用券（1枚500円）を１人につき往復で8枚、4,000分追加交
付する。
②.③
　タクシー利用料金助成費　4,000円×310人＝1,240,000円
　タクシー利用券印刷製本費　140円×310冊＝43,400円
　合計　1,283,400円
④ワクチン接種高齢者等

－ － － － R4.6 R5.3 タクシー利用券交付人数：310人 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

22 R3 単 －
介護サービ
ス継続支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 10,530 10,530 10,530 - 

①在宅の要介護者や同居の家族に新型コロナウイルス感染症
の感染もしくは感染が疑われた場合に、在宅での訪問介護等の
サービスを実施した事業者に対し、1人1日13,000円の支援を行
う。
②介護サービス継続支援金
③1人体制分　13,000円×3人×10日×9世帯＝3,510,000円
　 2人体制分　13,000円×6人×10日×9世帯＝7,020,000円
　 合計　10,530,000円
④対象者に介護サービスを実施した事業者

－ － － － R4.6 R5.3
当該事案が発生した場合の事業
者への支援：100％

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

23 R3 単 －
障害福祉
サービス継
続支援事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 7,020 7,020 7,020 - 

①在宅の障がい者や同居の家族に新型コロナウイルス感染症
の感染もしくは感染が疑われた場合に、在宅での居宅介護等の
サービスを実施した事業者に対し、1人1日13,000円の支援を行
う。
②障害福祉サービス継続支援金
③1人体制分　13,000円×3人×10日×10世帯＝3,900,000円
　 2人体制分　13,000円×6人×10日×4世帯＝3,120,000円
　 合計　7,020,000円
④対象者に障害福祉サービスを実施した事業者

－ － － － R4.6 R5.3
当該事案が発生した場合の事業
者への支援：100％

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

24 R3 単 －
子育て環境
整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 5,328 5,328 5,328 - 

①コロナ禍において、３密対策を図ったうえで、安全・安心な遊
び場や体力づくりの場を提供するため、保育所や子どもの遊び
場の遊具などの設置を行うとともに、密対策のためのイスの設
置、多くの子どもが集まるプレイルーム床の修繕、外での送迎
に対応するための門扉の修繕等を行う。また、保護者が子育て
教室などへの参加を控える中、子育て関連動画を積極的に配
信するための資機材を整備する。
②.③
　ブランコ［7台］　575,640円
　滑り台［2台］　698,000円
　のぼり棒［1台］　350,000円
　ジャングルジム［1台］　814,000円
　園庭砂場日除けシート設置・撤去　638,000円
　ベビーホールドチェア［8台］　79,200円
　プレイルーム床修繕　134,420円
　門扉修繕　1,474,000円
　網戸修繕　485,216円
　ビデオカメラ［1台］　80,146円
　合計　5,328,622円
④公立保育所、児童遊園地

－ － － － R4.6 R5.3 整備保育所数：7保育所 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

25 R3 単 －
必需物品供
給事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 1,000 1,000 1,000 - 

①マスク、アルコール消毒液など、新型コロナウイルス感染症対
策に必要な物品の購入に要する経費
②医薬材料費
③マスク［5,000枚］　200,000円
　 アルコール消毒液［1,000ℓ］　600,000円
　 石鹸［70ℓ］　200,000円
　 合計　1,000,000円
④本庁舎等

－ － － － R4.6 R5.3
公共施設におけるマスク及びアル
コール消毒液の設置：100％

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

26 R3 単 －
抗原検査事
業

通常交付金 ○

③-Ⅰ-２．ワクチン
接種の促進、検査の
環境整備、治療薬の

確保

○ － 990 990 990 - 

①小中学校、公立・私立の保育所・幼稚園、本庁舎、出先機関
等において、勤務中の職員等に新型コロナウイルス感染症への
感染が疑われる発熱等の風邪症状が発生し、医療機関を速や
かに受診できない場合などに、抗原検査キットにより迅速な検
査を実施する。
②抗原検査キット
③1,980円×500個＝990,000円
④小中学校、公立・私立の保育所・幼稚園、本庁舎、出先機関
等の職員等

－ － － － R4.6 R5.3
当該事案が発生した場合の抗原
検査の実施：100％

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

27 R3 単 －
消防・救急
活動感染症
対策事業

通常交付金 ○
③-Ⅱ-１．安全・安

心を確保した社会経
済活動の再開

○ － 2,362 2,362 2,362 - 

①救急活動において、新型コロナウイルス感染症に関連した重
症患者等の増加に対応するため、高度な訓練用全身人形を整
備する。
②高度シミュレーター人形
③2,361,700円×1台＝2,361,700円
④消防署天羽分署

－ － － － R4.6 R4.12
高度シミュレーター人形整備台
数：1台

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

28 R3 単 －
防災活動強
化事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 22,625 22,625 22,625 - 

①新型コロナウイルス感染症に対応した災害対策に万全を期
すため、避難所に配備する個室型の防災用パーテーション及び
衛生的な毛布の充足を図るとともに、災害時に新型コロナウイ
ルス感染症対応物品を含む物資の搬送拠点となる学校に防災
備蓄倉庫を設置する。
また、災害時の新型コロナウイルス感染症対策として、避難者
の密を回避する必要があることから、各施設への分散避難を行
うため、より多くの避難所を開設する必要がある。本市におい
て、非常用電源が配置されていない29施設については、機動性
を備えた電気自動車により非常用電源機能を確保するため、電
気自動車及び外部給電器を整備する。
②.③
　防災用パーテーション　27,500円×142台＝3,905,000円
　不織布毛布　2,585円×300枚＝775,500円
　毛布リパック　1,320円×375枚＝495,000円
　防災備蓄倉庫
　　881,683円×2か所＋1,271,226円×1か所＝3,034,592円
　電気自動車　6,325,000円×2台＝12,650,000円
　電気自動車諸経費［2台分］　414,780円
　電源工事［2か所］　1,350,000円
　合計　22,624,872円
④避難所、学校

－ － － － R4.6 R5.3

防災用パーテーション整備台数：
142台
防災備蓄倉庫設置か所数：3か所
電気自動車整備台数：2台

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経

費
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分（交付限
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②、③、
④）
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分（交付限
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分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支
援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

29 R3 単 －
学校教育環
境整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 12,706 12,706 12,706 - 

①学校教育活動における新型コロナウイルス感染症対策とし
て、定期的な換気を実施しながら、室内の適切な温度・湿度管
理を行うため、機能が低下している空調設備の整備や換気扇、
窓、網戸、扉の修繕等を実施するとともに、３密対策を図ったう
えで、安全・安心な遊び場や体力づくりの場を提供するため、遊
具の整備を行う。また、コロナ禍において、広いスペースでスク
リーンへの投影により学習ができるようプロジェクターを配置す
る。
②.③
　富津小学校・保健室エアコン　487,465円
　大貫小学校・職員室エアコン　1,540,000円
　富津中学校・保健室・放送室エアコン　4,991,800円
　富津中学校・各教室換気扇修繕［10か所］　1,001,000円
　青堀小学校・図工室窓修繕　102,300円
　天羽小学校・配膳室窓修繕　286,000円
　富津中学校・武道場網戸　660,000円
　天羽中学校・武道場網戸　754,600円
　富津小学校・玄関扉修繕　1,298,000円
　大貫小学校・のぼり棒　814,000円
　プロジェクター［4台］　770,000円
　合計　12,705,165円
④小中学校

－ － － － R4.6 R5.3 整備学校数：7校 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

30 R3 単 －
公民館環境
整備事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 19,273 19,273 19,273 - 

①公民館における新型コロナウイルス感染症対策として、定期
的な換気を実施しながら、室内の適切な温度・湿度管理を行う
ため、機能が低下している空調設備やブラインドの改修及び設
置を行うとともに、講座や教室などの際に使用する空気清浄機
を整備する。
②.③
　中央公民館・空調設備修繕　231,000円
　中央公民館・窓修繕　277,200円
　富津公民館・ブラインド交換　1,375,000円
　市民会館・空調設備修繕　15,902,370円
　空気清浄機［10台］　1,487,200円
　合計　19,272,770円
④公民館

－ － － － R4.6 R5.3 整備施設数：3館 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

31 R3 単 －
観光バス誘
致事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 8,767 8,767 8,767 - 

①コロナ禍により落ち込んでいる旅行・観光需要の早期回復を
図るため、市内への観光バスツアーを実施する事業者に対し、1
台あたり日帰り3万円、宿泊5万円の補助を実施するとともに、
東京湾フェリーの利用促進を図るため、観光バスに係る航送運
賃の割引に対する補助を実施する。
②.③
　観光バスツアー誘致事業補助金
　　30,000円×100件＝3,000,000円
　東京湾フェリー利用促進事業補助金
　　11,500円×500件＝5,750,000円
　通信運搬費　16,800円
　合計　8,766,800円
④観光バスツアー事業者、東京湾フェリー

－ ○ － － R4.6 R5.3 観光バスツアー誘致件数：100件 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

32 R3 単 ○
自治会支援
給付事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,520 4,520 4,520 - - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を受ける自治
会（107区）の地域活動を支援するため、基本額30,000円に50世
帯ごとに5,000円を加算した額の給付金を支給する。（1自治会
に対し、30,000円～130,000円の支援）
②自治会支援給付金
③基本額　30,000円×107区＝3,210,000円
　 加算額　0円～100,000円×107区＝1,310,000円
　 合計　4,520,000円
④自治会

－ － － － R4.6 R4.12 支援自治会数：107自治会 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

33 R3 単 ○
公共交通事
業者緊急支
援給付事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,500 4,500 4,500 - - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を大きく受ける
公共交通事業者を支援するため、路線バス、タクシー、フェリー
の事業者に対し、100万円を限度として給付金を支給する。（路
線バス：1路線50万円、タクシー：1台10万円、フェリー：1隻50万
円）
②公共交通事業者緊急支援給付金
③路線バス　500,000円×2路線＝1,000,000円
　 タクシー　100,000円×25台＝2,500,000円
　 フェリー　500,000円×2隻＝1,000,000円
　 合計　4,500,000円
④公共交通事業者

－ － － － R4.6 R4.12 支援公共交通事業者数：6事業者 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

34 R4 単 ○
福祉施設等
支援給付事
業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 10,010 10,010 - 10,010 - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を受ける介
護、障がい、保育等の施設の運営事業者に対し、入所施設等運
営事業者に30万円、居宅事業等で複数の事業所の運営事業者
に15万円、居宅事業等で１事業所の運営事業者に10万円の給
付金を支給する。
②福祉施設等支援給付金
③入所施設等　300,000円×16事業者＝4,800,000円
　 居宅事業等［複数］　150,000円×16事業者＝2,400,000円
　 居宅事業等［単数］　100,000円×28事業者＝2,800,000円
　 通信運搬費　9,652円
　 合計　10,009,652円
④福祉施設等運営事業者

－ － － － R4.6 R4.12
支援福祉施設等運営事業者数：
60事業者

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

35 R3 単 ○
農業者緊急
支援給付事
業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 10,617 10,617 10,617 - - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を大きく受ける
認定農業者及び認定新規就農者を支援するため、令和３年中
の経費のうち、肥料費、飼料費及び燃料費等の合計額の10％
分について、20万円を限度として給付金を支給する。
②農業者緊急支援給付金
③200,000円×53経営体＝10,600,000円
　 通信運搬費　16,324円
　 合計10,616,324円
④認定農業者、認定新規就農者

－ － － － R4.6 R4.12 支援農業者数：53経営体 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

36 R3 単 ○
漁業者緊急
支援給付事
業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 23,419 23,419 23,419 - - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を大きく受ける
漁業者を支援するため、漁船の規模（トン数）に応じ、１隻につき
17,000円～130,000円の給付金を支給する。
②漁業者緊急支援給付金
③3t未満　17,000円×491隻＝8,347,000円
　 3～5t未満　50,000円×108隻＝5,400,000円
　 5～10ｔ未満　100,000円×87隻＝8,700,000円
　 10t以上　130,000円×7隻＝910,000円
　 通信運搬費　61,600円
　 合計　23,418,600円
④漁業者

－ － － － R4.6 R4.12 支援対象漁船数：693隻 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

37 R3 単 ○
中小企業者
等緊急支援
給付事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 15,006 15,006 15,006 - - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を大きく受ける
中小企業者等を支援するため、事業用貨物自動車及び事業用
乗用自動車を使用する中小企業者等に対し、25万円を限度とし
て給付金を支給する。（自動車：1台5万円、公共交通事業者緊
急支援給付事業の対象者を除く。）
②中小企業者等緊急支援給付金
③50,000円×5台×60事業者＝15,000,000円
　 通信運搬費　5,040円
　 合計　15,005,040円
④中小企業者等

－ － － － R4.6 R4.12 支援中小企業者数：60事業者 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

38 R4 単 ○
保育所等給
食材料費高
騰対策事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 6,813 6,813 - 6,813 - 

①コロナ禍において、食材料費が高騰する中、保護者の負担を
増加させることなく、質・量を維持した給食を提供できるよう、公
立保育所の給食材料費を増額するとともに、私立保育園、認定
こども園及び幼稚園に対し、給付金を支給する。
②.③
　給食材料費（公立7園分）
　　20,444,000円×10％［物価高騰率］＝2,044,400円
　給食材料費高騰対応給付金（私立7園分）
　　473円×840人×12月＝4,767,840円
　合計　6,812,240円
④公立保育所、私立保育園等の児童（教職員は除く。）

－ － － － R4.6 R5.3 給食の質・量維持施設数：7施設 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）
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経済対策との関係
交付対象経
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国のR3予算
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②、③、
④）
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国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と
所管省庁名）

個人を対象
とした給付
金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

39 R4 単 ○
小中学校給
食材料費高
騰対策事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 15,257 15,257 - 15,257 - 

①コロナ禍において、食材料費が高騰する中、保護者の負担を
増加させることなく、質・量を維持した給食を提供できるよう、小
中学校の給食材料費を増額する。
②給食材料費
③152,567,826円×10％［物価高騰率］＝15,256,783円
④小中学校の児童・生徒（教職員は除く。）

－ － － － R4.6 R5.3 給食の質・量維持学校数：11校 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

40 R4 単 ○
小中学校給
食費無償化
事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 50,470 50,470 - 50,470 - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を受ける子育
て世帯を支援するため、小中学校の給食費について、2学期分
（9月～12月）の給食費を無償化するとともに、市外の小中学校
に通う児童・生徒等についても、無償化相当額の給付金を支給
する。
②.③
　【給食費無償化】
　　小学校児童分　4,600円×1,570人×4月＝28,888,000円
　　中学校生徒分　5,700円×864人×4月＝19,699,200円
　【無償化相当額の給付】
　　小学校児童分　4,600円×42人×4月＝772,800円
　　中学校生徒分　5,700円×48人×4月＝1,094,400円
　　通信運搬費　15,120円
　合計　50,469,520円
④小中学校児童・生徒の保護者（教職員は除く。）

－ － ○ － R4.8 R4.12
給食費無償化児童・生徒数：2,524
人

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

41 R4 単 ○
未就学児家
庭支援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 27,648 27,648 - 27,648 - 

①コロナ禍において、原油価格・物価高騰の影響を受ける子育
て世帯を支援するため、未就学児1人につき2万円の給付金を
保護者に支給する。
②.③
　未就学児家庭支援給付金
　　20,000円×1,319人＝26,380,000円
　電算業務委託料　1,100,000円
　通信運搬費　168,000円
　合計　27,648,000円
④未就学児家庭

－ － ○ － R4.6 R4.12 給付金支給未就学児数：1,319人 市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

42 R4 単 ○
プレミアム付
商品券事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○
③消費下支え
等を通じた生

活者支援
52,000 52,000 52,000 - 

①コロナ禍において、物価高騰の影響を受ける市民等の消費を
下支えするとともに、市内での消費喚起策を実施するため、市
民や市内に在勤・在学している人を対象に、年度内の使用期限
を定め、10,000円で3,000円分のプレミアムが付いた商品券を1
人2冊までを限度として、12,000冊を販売する。
②.③
　プレミアム付商品券事務委託料
　（商品券の印刷・販売・換金、取扱店の募集）
　　16,000,000円×1式＝16,000,000円
　プレミアム付商品券事業委託料（プレミアム分）
　　3,000円（プレミアム分）×12,000冊＝36,000,000円
　合計　52,000,000円
④市民、市内に在勤・在学している人

－ － － － R4.10 R5.3
プレミアム付商品券販売冊数：
12,000冊

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）

43 R4 単 ○

高齢者（75
歳以上）へ
の商品券給
付事業

重点交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○
③消費下支え
等を通じた生

活者支援
53,769 53,769 53,769 - 

①コロナ禍における物価高騰による負担増を踏まえ、主に年金
で生活している75歳以上の高齢者を支援するため、市内のプレ
ミアム付商品券取扱店で利用できる5,000円分の年度内の使用
期限を定めた商品券を支給する。
②.③
　高齢者（75歳以上）への商品券事業委託料
　　5,000円（商品券）×950人＝47,500,000円
　商品券事務委託料（商品券の印刷等）　1,000,000円
　印刷製本費　154,000円
　封入封緘業務委託料　935,000円
　通信運搬費　4,180,000円
　合計　53,769,000円
④75歳以上の高齢者

－ － － － R4.10 R5.3
商品券支給高齢者（75歳以上）
数：950人

市ＨＰ、市議会、報道発表 R4補正（地）


